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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　法人税の申告書を作成するための方法であって、
　コンピュータが、申告を行う法人が必要とする一組の別表を前記法人に関連づけるステ
ップと、
　前記一組の別表のうちの少なくともいずれかの別表の別表データを前記法人の申告書作
成に用いられる作業端末に送信するステップと、
　前記別表データにより前記作業端末に表示される別表上の項目が選択されたことに応じ
て、前記別表の側方に前記項目の関連情報を表示させるステップと
を含み、
　前記関連情報は、前記項目の情報とともに表示され、（ａ）前記項目の値によりその値
が変動する１又は複数の関連項目の情報又は（ｂ）その値が前記項目の値を変動させる１
又は複数の関連項目の情報を含み、
　前記関連項目の情報が選択されたことに応じて、前記関連項目が含まれる関連別表を表
示させるステップをさらに含むことを特徴とする方法。
【請求項２】
　前記関連情報は、前記別表の右方に表示されるものであることを特徴とする請求項１に
記載の方法。
【請求項３】
　前記関連情報は、前記項目に対する作業者によるコメントであることを特徴とする請求
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項１又は２に記載の方法。
【請求項４】
　前記別表は、前記別表データにより表示される別表上の項目に対する所定の動作がなさ
れた際に、作業者によるコメントの入力を可能とするものであることを特徴とする請求項
３に記載の方法。
【請求項５】
　前記別表データは、前記別表データにより表示される別表上の項目に対する所定の動作
がなされた際に、作業者によるコメントの入力のみを可能とするものであることを特徴と
する請求項３に記載の方法。
【請求項６】
　コンピュータに、法人税の申告書を作成するための方法を実行させるためのプログラム
であって、前記方法は、
　申告を行う法人が必要とする一組の別表を前記法人に関連づけるステップと、
　前記一組の別表のうちの少なくともいずれかの別表の別表データを前記法人の申告書作
成に用いられる作業端末に送信するステップと、
　前記別表データにより前記作業端末に表示される別表上の項目が選択されたことに応じ
て、前記別表の側方に前記項目の関連情報を表示させるステップと
を含み、
　前記関連情報は、前記項目の情報とともに表示され、（ａ）前記項目の値によりその値
が変動する１又は複数の関連項目の情報又は（ｂ）その値が前記項目の値を変動させる１
又は複数の関連項目の情報を含み、
　前記関連項目の情報が選択されたことに応じて、前記関連項目が含まれる関連別表を表
示させるステップをさらに含むことを特徴とするプログラム。
【請求項７】
　法人税の申告書を作成するための装置であって、
　申告を行う法人が必要とする一組の別表を前記法人に関連づけ、
　前記一組の別表のうちの少なくともいずれかの別表の別表データを前記法人の申告書作
成に用いられる作業端末に送信し、
　前記別表データにより前記作業端末に表示される別表上の項目が選択されたことに応じ
て、前記別表の側方に前記項目の関連情報を表示させ、
　前記関連情報は、前記項目の情報とともに表示され、（ａ）前記項目の値によりその値
が変動する１又は複数の関連項目の情報又は（ｂ）その値が前記項目の値を変動させる１
又は複数の関連項目の情報を含み、
　前記関連項目の情報が選択されたことに応じて、前記関連項目が含まれる関連別表を表
示させることを特徴とする装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、法人税申告書の作成装置、作成方法、及びそのためのプログラムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　我が国において、法人は、決算期末から二月以内に法人税の確定申告を行うことが求め
られている。法人税は、法人の所得に課される税金であるところ、決算上の利益から直接
的に計算されるものではなく、税法上の所得という考え方に従って導かれる。そこで、決
算上ないし会計上の利益に対して税務上の調整項目を反映させることで法人税額が計算さ
れている。
【０００３】
　こうした税務調整は「別表」と呼ばれる書類を作成することで行われるが、その数は企
業の規模によっては膨大となる。現在、国税については別表一（一）から別表十八までお
よそ２００種類の別表があり、地方税についても同様に多くの別表がある。
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【０００４】
　これらの別表の間には、ある別表内の項目の値が他の別表内の項目の値に転記される場
合、ある別表の内の項目の値に基づいて他の別表内の項目の値が算出される場合等、有機
的な関連性を伴うことが少なくなく、税理士は、こうした関連性に対する深い理解の下で
、申告書を完成させていく。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、我が国における会計事務所の実務としては、必ずしも税務調整に知悉し
た税理士が別表作成業務のすべての行うものではなく、事務所員が一次作業者として作成
し、場合によっては二次作業者が確認、修正等を行い、最終的に税理士が内容を確認し、
必要な修正を加えて完成させていることが多い。
【０００６】
　既存の法人税申告書の作成ソフトは、使用者が税務調整に知悉していることを前提とし
ており、税務申告の実務と必ずしも一致していない。
【０００７】
　本発明は、このような問題点に鑑みてなされたものであり、その目的は、法人税の申告
書を作成する装置、方法及びそのためのプログラムにおいて、税務調整に知悉していない
者による別表作成に伴う困難を緩和することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　このような目的を達成するために、本発明の第１の態様は、法人税の申告書を作成する
方法であって、申告を行う法人が必要とする一組の別表を前記法人に関連づけるステップ
と、前記一組の別表のうちの少なくともいずれかの別表の別表データを前記法人の申告書
作成に用いられる作業端末に送信するステップと、前記法人データにより前記作業端末に
表示される別表上の項目が選択されたことに応じて、前記別表の側方に前記項目の関連情
報を表示させるステップとを含むことを特徴とする。
【０００９】
　また、本発明の第２の態様は、第１の態様において、前記関連情報は、前記別表の右方
に表示されるものであることを特徴とする。
【００１０】
　また、本発明の第３の態様は、第１又は第２の態様において、前記関連情報は、前記項
目に対する作業者によるコメントであることを特徴とする。
【００１１】
　また、本発明の第４の態様は、第３の態様において、前記別表は、前記別表データによ
り表示される別表上の項目に対する所定の動作がなされた際に、作業者によるコメントの
入力を可能とするものであることを特徴とする。
【００１２】
　また、本発明の第５の態様は、第３の態様において、前記別表データは、前記別表デー
タにより表示される別表上の項目に対する所定の動作がなされた際に、作業者によるコメ
ントの入力のみを可能とするものであることを特徴とする。
【００１３】
　また、本発明の第６の態様は、第１又は第２の態様において、前記関連情報は、前記項
目の情報とともに表示され、前記項目の値によりその値が変動する１又は複数の関連項目
の情報を含むことを特徴とする。
【００１４】
　また、本発明の第７の態様は、第１又は第２の態様において、前記関連情報は、前記項
目の情報とともに表示され、その値が前記項目の値を変動させる１又は複数の関連項目の
情報を含むことを特徴とする。
【００１５】
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　また、本発明の第８の態様は、第６又は第７の態様において、前記関連項目の情報が選
択されたことに応じて、前記関連項目が含まれる関連別表を表示させることを特徴とする
。
【００１６】
　また、本発明の第９の態様は、第８の態様において、前記関連別表は、前記関連項目が
選択される前に表示されていた別表の代わりに表示されることを特徴とする。
【００１７】
　また、本発明の第１０の態様は、第９の態様において、前記関連情報は、選択された関
連項目に対する１又は複数の関連項目に更新されることを特徴とする。
【００１８】
　また、本発明の第１１の態様は、第８の態様において、前記関連別表は、前記関連情報
の代わりに表示されることを特徴とする。
【００１９】
　また、本発明の第１２の態様は、第８乃至第１１のいずれかの態様において、前記関連
別表は、選択された関連項目が強調されて表示されることを特徴とする。
【００２０】
　また、本発明の第１３の態様は、第８乃至第１２のいずれかの態様において、前記関連
別表は、縦方向又は横方向の少なくとも一方に関して選択された関連項目を中央付近に配
置して表示されることを特徴とする。
【００２１】
　また、本発明の第１４の態様は、コンピュータに、法人税の申告書を作成する方法を実
行させるためのプログラムであって、前記方法は、申告を行う法人が必要とする一組の別
表を前記法人に関連づけるステップと、前記一組の別表のうちの少なくともいずれかの別
表の別表データを前記法人の申告書作成に用いられる作業端末に送信するステップと、前
記法人データにより前記作業端末に表示される別表上の項目が選択されたことに応じて、
前記別表の側方に前記項目の関連情報を表示させるステップとを含むことを特徴とする。
【００２２】
　また、本発明の第１５の態様は、法人税の申告書を作成する装置であって、申告を行う
法人が必要とする一組の別表を前記法人に関連づけ、前記一組の別表のうちの少なくとも
いずれかの別表の別表データを前記法人の申告書作成に用いられる作業端末に送信し、前
記法人データにより前記作業端末に表示される別表上の項目が選択されたことに応じて、
前記別表の側方に前記項目の関連情報を表示させることを特徴とする。
【発明の効果】
【００２３】
　本発明の一態様によれば、別表上の項目が選択されたことに応じて、当該別表の側方に
当該項目の関連情報を表示させることにより、税務調整に知悉していない者による別表作
成に伴う困難を緩和することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２４】
【図１】本発明の一実施形態にかかる法人税申告書の作成方法を示す流れ図である。
【図２】本発明の一実施形態にかかる申告書の作成画面を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００２５】
　以下、図面を参照して本発明の実施形態を詳細に説明する。
【００２６】
　（本発明の全体像）　
　図１は、本発明の一実施形態にかかる法人税申告書の作成方法を示す流れ図である。当
該方法は、オンプレミスのサーバ又はコンピュータにより、ウェブブラウザ又は専用のア
プリケーションを介して用いるサービスとして提供することができ、また、クラウド上の
サーバにより提供することができる。クラウド上のサーバによるウェブサービスとして主
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に以下では説明をするものの、サーバないしコンピュータにアプリケーションをインスト
ールしてスタンドアローンで動作可能としても、本発明の精神の少なくとも一部は同様に
適用可能である。
【００２７】
　サーバは、通信インターフェースなどの通信部と、プロセッサ、ＣＰＵなどの処理部と
、メモリ、ハードディスク等の記憶装置又は記憶媒体を含む記憶部を備え、各処理を行う
ためのプログラムを処理部において実行することによって、以下で説明する各機能を実現
することができる。当該サーバは１又は複数の装置ないしサーバを含むことがあり、また
当該プログラムは１又は複数のプログラムを含むことがあり、また、コンピュータ読み取
り可能な記憶媒体に記録して非一過性のプログラムプロダクトとすることができる。
【００２８】
　サーバでは、まず、申告を行う法人を識別するための法人ＩＤを生成した上で、当該法
人が必要とする一組の別表を当該法人に関連づける（Ｓ１０１）。関連づけられた別表を
表示画面上に表示するための別表データ又は当該別表を示す別表ＩＤが法人ＩＤと関連づ
けて記憶される。この記憶は、当該サーバの記憶部において行ってもよく、また当該サー
バからネットワークを介してアクセス可能な記憶装置又は記憶媒体において行ってもよい
。
【００２９】
　当該法人が必要とする一組の別表としては、すべての法人において必要となる必須別表
のほかに、法人毎に必要となる別表があり、法人毎に必要となる別表の判定の少なくとも
一部は、当該法人の財務諸表データを参照して行うことができる。より具体的には、たと
えば、当該法人の財務諸表に含まれる勘定科目から関連する別表を選択することができる
。
【００３０】
　次に、サーバは、たとえば当該法人の申告書作成に用いられる会計事務所の作業端末に
対し、関連づけられた一組の別表のうちの少なくともいずれかの別表の別表データを送信
する（Ｓ１０２）。
【００３１】
　図２は、本発明の一実施形態にかかる申告書の作成画面を示す図である。作成画面２０
０には、表示する別表を選択するためのプルダウン２１０があり、プルダウン２１０をク
リック又はタップすることで、当該法人に関連づけられた別表の一覧を表示し、表示すべ
き別表を選択することができる。図２では、別表四が表示されている。作成画面２００で
表示すべき別表が選択されたことを示す選択通知を作業端末からサーバに送信し、これを
受け取ったサーバから当該別表の別表データを作業端末に送信してもよく、あるいは作業
端末に別表データを記憶しておき、選択に応じて適宜ウェブブラウザなどの表示領域に表
示してもよい。
【００３２】
　作成画面２００には、別表を表示するための第１の表示領域２２０があり、その側方、
たとえば右方に、表示される別表に関連する関連情報を表示するための第２の表示領域２
３０がある。関連情報としては、別表内の項目に対する１又は複数の作業者による１又は
複数のコメントの一覧、別表内の項目の値によりその値が変動する１又は複数の関連項目
の情報、その値が別表内の項目の値を変動させる１又は複数の関連項目の情報等が挙げら
れる。
【００３３】
　図２では、別表四（簡易様式）２２１の項目「当期利益又は当期欠損の額」２２２が選
択されており、選択された項目２２２により変動する５つの関連項目の情報が当該項目の
情報の下に、選択された項目２２２を変動させる１つの関連項目の情報が当該項目の情報
の上に表示されている（Ｓ１０３）。このように、選択された項目２２２とそれと有機的
な関連を有する他の項目との結びつきを可視化することによって、特に項目の選択に応じ
て動的に可視化することによって、税務調整に精通しているとまでは言えない者が作業者
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であっても、適切な別表作成を行うことが可能となる。
【００３４】
　図２では、第２の表示領域２３０に上から下に向かって変動を与えていく項目の情報を
表示させているが、これを横方向に表示させてもよく、下から上に向かって表示させるこ
とも考えられる。
【００３５】
　ある項目とその項目により変動する項目との対応づけをサーバの記憶部又はそこからア
クセス可能な記憶装置又は記憶媒体にて対応テーブルないし対応ルールとして保持してお
くことにより、これを参照して、たとえばマップ又はダイアログとしての階層的又は非階
層的な可視化が可能となる。マップ状の可視化としては、別表間で影響を及ぼす項目を木
構造として関連づけることによって行う方法が挙げられる。
【００３６】
　第２の表示領域２３０に表示される、選択された項目の情報２３１とともに表示される
関連項目の情報２３２が作業者によってクリック、タップなどにより選択された場合（Ｓ
１０４）、当該関連項目が含まれる関連別表を作業端末に表示させる。選択されたことを
示す選択通知を作業端末からサーバに送信し、これを受け取ったサーバから関連別表の別
表データを作業端末に送信してもよく、あるいは作業端末に別表データを記憶しておき、
選択に応じて適宜ウェブブラウザなどの表示領域に表示してもよい（Ｓ１０５）。このよ
うに、別表内の項目の選択に応じて関連する他の項目が動的に可視化されることに加えて
、さらに次に作業をすべき別表の表示までを滑らかにつなぐ動線を与えることによって、
従来の技術とはまったく異なる体験がもたらされる。
【００３７】
　関連別表の表示は、関連項目が選択される前に表示されていた別表の代わりに又はこれ
に重ねて表示することができる。この場合、第２の表示領域２３０内の関連情報は、選択
された関連項目に対する１又は複数の関連項目に更新することができる。あるいは、関連
別表の表示は、関連情報の代わりに又はこれに重ねて表示することもできる。関連別表が
表示される際には、選択された関連項目をたとえば点滅させるなど、強調して表示しても
よい。関連別表は、第１の表示領域２２０又は第２の表示領域２３０において、縦方向又
は横方向の少なくとも一方に関して選択された関連項目を中央付近に配置して表示させる
ことが好ましい。
【００３８】
　なお、上述及び後述の説明において、「××のみに基づいて」、「××のみに応じて」
、「××のみの場合」というように「のみ」との記載がなければ、本明細書においては、
付加的な情報も考慮し得ることが想定されていることに留意されたい。
【００３９】
　また、上述の説明では、主に別表間のつながりについて述べてきたが、同一の別表内で
影響を与える関係にある項目同士を同色にしたり、他の別表の値に基づいて算出された値
が上書きにより修正された項目に黄色等の異なる色を与えたりすることで、別表間に加え
て別表内でも複雑なつながりを可視化して提示することができる。
【００４０】
　（コメントの詳細）　
　第１の表示領域２２０に表示された別表２２１内の項目に対しては、作業者によるコメ
ントを残すことができる。コメントを残す項目２２３を選択して、たとえば右クリック又
はそれに相当する入力などの所定の動作を作業者が行うことで、コメントの入力を可能と
することができる。さらに、所定の動作によりコメントの入力のみを可能とすることで、
不慣れな作業者の業務効率の改善につながる。
【００４１】
　図２では、税理士である税理士太郎が気付いたコメント２２４Ａを残し、税理士の前に
作業を行った申告花子が所要の確認を行った旨のコメント２２４Ｂをしている例を示して
いる。申告花子がまず、不明な点・不安の残る点等をコメントし、それに対して税理士が
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回答したり修正指示を出したりすることもある。
【００４２】
　これらのコメントは、項目毎、別表毎、申告毎等、適宜の範囲で第２の表示領域２３０
に表示可能としてもよい。前年度までのコメントを表示可能とすることで、法人毎の留意
点を確認することができるため、たとえば項目２１３、第２の表示領域２３０等に対する
所定の動作によって、当該項目、別表、又は申告書に対する過去のコメントを表示しても
よい。
【００４３】
　第２の表示領域２３０にコメントの一覧が表示される場合、いずれかのコメントを作業
者がクリック又はタップしたことに応じて、当該コメントに対応する別表を第１の表示領
域２２０に表示させ、さらには、当該コメントに対応する項目を強調したり中央付近に配
置したりして表示させることができる。当該コメントに対応する項目が選択されて表示さ
れる場合には、第２の表示領域２３０は、当該コメントに対応する項目の１又は複数の関
連項目を表示するように更新するのが好ましい。
【符号の説明】
【００４４】
　２００　作成画面
　２１０　別表選択のプルダウン
　２２０　第１の表示領域
　２２１　別表
　２２２　選択された項目
　２２３　コメントを残す項目
　２２４Ａ　コメント
　２２４Ｂ　コメント
　２３０　第２の表示領域
　２３１　選択された項目の情報
　２３２　選択された項目の関連項目の情報
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